
和泉市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について（概要） 

 

教育・こども部学校教育室   
 

 

１ 主な改正の理由 

  令和７年１月６日付総務省、外務省及び文部科学省から外国語指導助手の報酬額の

見直しに係る通知があったことに鑑み、外国語指導助手の報酬について変更する必要

がある。 

 

２ 主な改正の内容 

  和泉市職員の給与に関する条例（昭和３８年和泉市条例第１６号）の一部を次のように

改正する。 

 次の表の右欄に掲げる規定を同表の左欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

新 旧 

別表第６（第１２条関係） 外国語指導助手

報酬表 

号給 報酬月額 

 円 

1 335,000 

2 345,000 

3 355,000 

4 360,000 
 

別表第６（第１２条関係） 外国語指導助手

報酬表 

号給 報酬月額 

 円 

1 300,000 

2 320,000 

3 345,000 

4 350,000 
 

 

３ 施行期日 

  令和７年４月１日 



和泉市手数料条例及び和泉市建築基準法施行条例の 

一部を改正する条例制定について（概要） 

 

都市デザイン部建築・開発指導室   

１ 主な改正の理由 

  脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律等の一

部を改正する法律（令和４年法律第６９号）及び脱炭素社会の実現に資するための建築物のエ

ネルギー消費性能の向上に関する法律等の一部を改正する法律の一部の施行に伴う関係政令

の整備等に関する政令（令和６年政令第１７１号）等の施行に伴い、新たな手数料の区分を定

めるほか、所要の規定の整備を行う必要がある。 

 

２ 主な改正の内容 

【和泉市手数料条例】 

（１）原則、全ての建築物について省エネ基準適合義務化（住宅系、300 ㎡以下の小規模

非住宅建築物も適合義務化へ）に伴う省エネ基準適合性判定等の手数料を設定。〈別表 2

の１２、別表 2の１３、別表 2の１４、別表 2の１５、別表 2の１８及び別表 2の１

９関係〉 

（２）新たな省エネ基準の評価手法（併用法：評価対象により手法を選択する方法）に対す

る手数料を設定。〈別表 2の７、別表 2の１１、別表 2の１６及び別表 2の１７関係〉 

（３）省エネ基準適合認定・表示制度の廃止に伴う手数料設定の廃止。〈別表 2の２０関係〉 

（４）その他所要の改正を行う。 

【和泉市建築基準法施行条例】 

（１）建築基準法・建築物省エネ法改正による建築確認・検査対象の見直しや、審査省略制

度の縮小、審査・検査時間の見直し等による手数料を改定。 

（２）バリアフリー法施行令改正により劇場等のバリアフリー基準が強化されたことから、

法と重複する制限を削除。 

（３）小規模建築物の建築基準関係規定の法適合確認が行える「建築副主事」が規定された

ため、所要の整備を行う。 

（４）建築主事を配置した市等の建築物について、民間審査機関において法適合確認が行え

るよう規定されたため、所要の整備を行う。 

（５）その他所要の改正を行う。 

※手数料額の改正は、大阪府内の特定行政庁で協議を行った上で定めたものであり、大阪府を

はじめ、大阪府内の全特定行政庁が同様の手数料額とする予定である。 

※改定に係る手数料額はすべて、現在の単価設定に見直しを行い算出したもの。 

 

３ 施行期日 

令和７年４月１日（法の一部改正の施行日と同日） 

ただし、【和泉市建築基準法施行条例】（２）についてはバリアフリー法施行令の施行日と同日の

令和７年６月１日とする。 



刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例 

制定について（概要） 

 

総務部総務管財室   
 

 

１ 主な改正の理由 

刑法等の一部を改正する法律（令和４年法律第６７号）（公布日：令和４年６月１

７日、施行日：令和７年６月１日）により、懲役刑及び禁錮刑が廃止されるととも

に拘禁刑が創設されるため、関係条例において所要の規定の整備を行う必要がある。 

 

２ 主な改正の内容 

以下の条例中の「懲役」並びに「禁錮」及び「禁固」を「拘禁刑」に改める 

・ 和泉市功労者表彰条例（市長公室秘書課） 

・ 和泉市職員の給与に関する条例（市長公室人事課） 

・ 和泉市ラブホテル建築規制条例（都市デザイン部建築・開発指導室） 

・ 和泉市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例（消防本部総務課） 

・ 和泉市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例（消防本部総務課 

・ 和泉市議会の個人情報の保護に関する条例（議会事務局総務課） 

 

※ 和泉市生活環境の保全等に関する条例（環境産業部環境政策室）については、

令和７年４月１日付けで罰則規定を削除予定のため、改正対象外。 

 

３ 施行期日 

  令和７年６月１日 

 

４ 経過措置 

・ この条例の施行前にした行為の処罰については、なお従前の例による。（懲役又

は禁錮を科す。） 

・ 他の条例の改廃時の経過措置で、懲役又は禁錮を科すことについて、なお従前

の例による等としている規定を適用する場合は、同期間の有期拘禁刑を科す。 

・ 他の条例の改廃時の経過措置で、禁錮以上の刑に処せられた者の資格について、

なお従前の例による等としている規定を適用する場合は、拘禁刑に処せられた

者を禁錮刑に処せられた者とみなす。 

・ 禁錮又は懲役が定められている罪につき起訴をされた者に対して、この条例に

よる改正後の給与条例を適用する際は、その者を拘禁刑が定められている罪に

つき起訴をされた者とみなす。 

 

※ 人の資格に関して、禁錮又は懲役に処せられた者を、拘禁刑に処せられた者と

みなす経過措置は、法律の規定が適用されるため、条例で規定不要。 
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和泉市生活環境の保全等に関する条例の一部改正について（概要） 

 

環境産業部環境政策室 

 

１ 主な改正の理由 

  令和５年５月２６日に、危険な盛土等を全国一律の基準で包括的に規制するために、

「宅地造成等規制法」が「宅地造成及び特定盛土等規制法（以下「法」という。）」に

改められ、「宅地造成等工事規制区域」に指定された区域の盛土等が規制対象となる

が、令和６年４月１日付で和泉市全域が大阪府から「宅地造成等工事規制区域」に指

定されている。 

  これまで和泉市生活環境の保全等に関する条例（以下「条例」という。）では、「法

の施行後も、法による規制と重複して条例による規制の対象とすること」について、

条例施行規則により届出のみとしていた。このことについて、顧問弁護士に問題ない

ことを確認した上で届出を求めてきたが、許可権者である大阪府との情報連携の調整

が整ったため、条例における盛土等の規制に関する条文を削除するものである。 

 

（１）埋立て等の「面積」に関する規制（網掛け部分が条例の規制範囲） 

令和 6年 3月 31日以前 

 500 ㎡未満 500 ㎡ 500 ㎡超 3,000 ㎡未満 3,000 ㎡以上 

宅地造成 

工事規制区域 
(規制なし) 

市長の許可 

(条例第 19 条 ) 

知事の許可（旧法第 8条） 

市長への届出（条例第 19条第 3号） 

その他の区域 (規制なし) 
市長の許可 

（条例第 19条） 

知事の許可（府条例第7条） 

市長への届出（条例第 19条

第 3号） 

 

現在 

 500 ㎡未満 500 ㎡ 500 ㎡超 3,000 ㎡未満 3,000 ㎡以上 

宅地造成等 

工事規制区域 
(規制なし) 

市長の許可 

(条例第 19 条 ) 

知事の許可（法第 12条） 

市長への届出（条例第 19条第 3号） 

 

条例改正後 

 500 ㎡未満 500 ㎡ 500 ㎡超 3,000 ㎡未満 3,000 ㎡以上 

宅地造成等 

工事規制区域 
(規制なし) (規制なし) 知事の許可（法第 12条） 
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（２）埋立て等の「高さ」に関する規制（網掛け部分が条例の規制範囲） 

令和 6年 3月 31日以前 

 1m 未満 1m 1m 超 

宅地造成 

工事規制区域 
(規制なし) 

市長の許可 

(条例第 19 条 ) 

知事の許可（旧法第 8条） 

市長への届出（条例第 19条第 3号） 

その他の区域 (規制なし) 市長の許可（条例第 19条） 

 

現在 

 1m 未満 1m 1m 超 2m 以下 2m 超 

宅地造成等 

工事規制区域 
(規制なし) 

市長の許可 

(条例第 19 条 ) 

崖を生ずる場合 

知事の許可（法第 12条） 

市長への届出 

（条例第 19条第 3号） 

知事の許可（法第 12条） 

市長への届出 

（条例第 19条第 3号） 

崖を生じない場合 

市長の許可(条例第 19 条) 

 

条例改正後 

 1m 未満 1m 1m 超 2m 以下 2m 超 

宅地造成等 

工事規制区域 
(規制なし) (規制なし) 

崖を生ずる場合 

知事の許可（法第 12条） 
知事の許可（法第 12条） 

崖を生じない場合 

(規制なし) 

※ 法の改正により許可権者が市長から大阪府知事に変わることにより、市が盛土等の

情報を把握できなくなることが懸念されたため、令和６年４月１日以降も条例の盛土

の規制に関する規定は改正せず、法による大阪府への許可申請時に市にも届出を提出

（実績は「２件」でいずれも市街化区域）するようにしていた。 

大阪府の担当部署と協議を重ね、事業者等から許可申請があった場合に、市へ情報

提供を行うことで調整できたことから、今般条例改正を行うものである。 

 

２ 主な改正の内容 

  「第 2節 土砂等の処理」に関する条文（第 19条から第 38条まで）及び関連する

罰則規定（第 57条、第 58条）を削除する。 

 

３ 施行期日 

  令和７年４月１日 

 

４ 経過措置 

  施行時に申請中の埋立て等に関する許可処分（附則第 2項）並びに旧条例による許

可を受けた者（附則第 3項）、旧条例の許可を取消された者（附則第 5項）、旧条例の

許可に違反した者（附則第 4項）及び旧条例の命令を受けた者（附則第 6項）に関す

る規制・命令・罰則（第 7項）等について経過措置を設ける。 



 和泉市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一部改正について 

 

消防本部総務課   

 

１ 主な改正の理由 

非常勤消防団員の処遇改善を図るため、消防団員等公務災害補償等責任共済等に

関する法律施行令（昭和３１年政令第３４６号）の改正（R6.12.27公布、R7.4.1施

行）に伴い、非常勤消防団員の退職報償金の支給額を引き上げる必要があるため、

所要の改正を行う。 

 

２ 主な改正の内容 

別表に以下のとおり勤続年数「３５年以上」区分を追加する。 

 

別表 

（単位：円） 

階級 勤務年数 

５年以上１０年

未満 

１０年以上１５

年未満 

１５年以上２０

年未満 

２０年以上２５

年未満 

２５年以上３０

年未満 

３０年以上３５

年未満 

３５年以上 

 円 円 円 円 円 円 円 

団長 ２３９，０００ ３４４，０００ ４５９，０００ ５９４，０００ ７７９，０００ ９７９，０００ １，０７９，０００ 

副団長 ２２９，０００ ３２９，０００ ４２９，０００ ５３４，０００ ７０９，０００ ９０９，０００ １，００９，０００ 

分団長 ２１９，０００ ３１８，０００ ４１３，０００ ５１３，０００ ６５９，０００ ８４９，０００ ９４９，０００ 

副分団長 ２１４，０００ ３０３，０００ ３８８，０００ ４７８，０００ ６２４，０００ ８０９，０００ ９０９，０００ 

部長及び

班長 

２０４，０００ ２８３，０００ ３５８，０００ ４３８，０００ ５６４，０００ ７３４，０００ ８３４，０００ 

団員 ２００，０００ ２６４，０００ ３３４，０００ ４０９，０００ ５１９，０００ ６８９，０００ ７８９，０００ 

 赤色下線部分が今回新しく追加する部分。 

   

３ 施行期日 

  令和７年４月１日から施行する。 

  改正後の別表の規定は、令和７年４月１日以後に退職した非常勤消防団員につい

て適用し、同日前に退職した非常勤消防団員については、なお従前の例による。 



和泉市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例 

の一部改正について（概要） 

 

教育・こども部こども未来室 
 

 

１ 主な改正の理由 

家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準（平成２６年厚生労働省令第６１

号）が一部改正（公布：R6.11.29、施行：R7.4.1）されたため、所要の規定の整備

を行う必要がある。 

 

 

２ 主な改正の内容 

  栄養士法の改正（施行：R7.4.1）を受けて、条例第１６条第１項第２号で定める

家庭的保育事業等の利用乳幼児に対する食事の提供を家庭的保育事業所等外で調

理し搬入する方法により行う際に求めている「栄養士による必要な配慮」について、

「栄養士又は管理栄養士による必要な配慮」に改める。 

 

３ 施行期日 

  令和７年４月１日 

 

参考 

●家庭的保育事業等 

…家庭的保育事業、小規模保育事業、居宅訪問型保育事業又は事業所内保育事業 

 本市においては、小規模保育事業を行う施設が１園（みのり小規模保育園） 

 

●管理栄養士、栄養士について 

・管理栄養士…病気を患っている方や高齢で食事がとりづらくなっている方、健康な

方一人ひとりに合わせて専門的な知識と技術を持って栄養指導や栄

養管理を行う。（厚生労働大臣が認定する国家資格） 

・栄養士  …主に健康な方を対象にして栄養指導や給食の管理を行う。 

       （都道府県知事が認定する国家資格） 

 

※栄養士法の改正（施行：R7.4.1）により、従前、管理栄養士国家試験は、栄養士の 

免許を受けた者でなければ受けることができなかったところ、改正後においては、管 

理栄養士養成施設卒業者については、栄養士免許を取得することが不要になり、その 

申請手続や申請手数料の支払いなどの負担が軽減されることとなる。また、都道府県 

においても、管理栄養士養成施設卒業者に対し、受験資格を満たすための栄養士免許 

の交付等を行う必要がなくなり、負担が軽減される。 



 和泉市附属機関に関する条例の一部を改正する条例制定について（概要） 

 

生涯学習部久保惣記念美術館 

 

 

１ 改正の趣旨 

所定の役割を終えた和泉市久保惣記念美術館運営ビジョン策定委員会を廃止 

 

 

２ 改正の内容 

次の附属機関を廃止 

教育委員会の附属機関 

名称 担任事務 

和泉市久保惣記念美術館運営ビジョン

策定委員会 

久保惣記念美術館運営ビジョンの策定に係る調査審議

に関すること。 

 

 

３ 施行日 

 令和７年４月１日 


